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第 4 回 代議員会次第 

 

１ 開   会 

 

２ 理事長 あいさつ 

 

３ 議   題 

 

（議決事項） 

 議案第１号 平成３１年度予算（案）について 

 

議案第２号 給与規程の一部変更について 

 

   議案第３号 年金資産の運用に関する基本方針の一部変更について 

 

（報告事項） 

報告第１号 年金資産管理運用委員会の議事概要について 

 

報告第２号 理事長専決事項について 

 

   報告第３号 年金資産運用状況について 

 

   報告第４号 広報活動について 

 

   報告第５号 業務経理の余裕金の運用について 

 

（その他） 

 

４ 閉   会 
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（議決事項） 

議案第１号 平成 31 年度予算案について                

 

（１）年金経理 

 

 確定給付企業年金へ移行後の初回決算となる平成 30年度決算は、平成 29年 11月 1

日～平成 31年 3月末日までの 17ヶ月決算となっておりますが、決算見込額を推計し、

これをベースに平成 31年度予算案を作成しました。 

 

① 平成 30 年度決算見込 

 

予定損益計算書では以下の点にご注目ください。 

 

まず、掛金収入は 6 億 8 千万円に対して、年金・一時金の給付額も 6 億 8 千万円と

拮抗しました。給付額には、基金上乗せ給付の一括一時金支給分や基金独自給付支給

分および平成30年2月の旧厚年分年金支給、併せて約4億5千万円が含まれています。 

 

また、企業年金初年度決算のため、責任準備金が新たに認識され（責任準備金増加

額として計上）、ほぼ同額が当年度不足金として計上されています（初年度限り）。 

 

（単位：千円）

大分類 中分類 大分類 中分類

老齢給付金 578,092 掛金等収入 掛金等収入 679,424

脱退一時金 97,197 受換金等 受換金等 0

遺族給付金 5,931 脱退一時金相当額受入金 脱退一時金相当額受入金 0

移換金 移換金 15,000

運用報酬等 運用報酬等 77,685 信託資産に係る当期運用収益 66,638

業務委託費等 業務委託費等 64,197 保険資産に係る当期運用収益 30,309

特別法人税 特別法人税 0

責任準備金増加額 責任準備金増加額 2,617,130 責任準備金減少額 責任準備金減少額 0

繰越不足金処理金 繰越不足金処理金 0

別途積立金積増金 別途積立金積増金 0 別途積立金取崩金 別途積立金取崩金

当年度剰余金 当年度剰余金 0 当年度不足金 当年度不足金 2,678,861

3,455,232 3,455,232

運用収益

合計 合計

給付費

２．負債の変動 ２．負債の変動

３．基本金 ３．基本金

１．経常収支 １．経常収支

【年金経理】 平成30年度末予定損益計算書（平成29年11月1日～平成31年3月31日）

費用勘定 収益勘定

科目 平成30年度
決算見込額

科目 平成30年度
決算見込額
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 予定貸借対照表では、負債項目に責任準備金が計上されましたが、この時点では別

途積立金との調整が行われないので、当年度不足金と両建て計上の形となっています。 

実際には資産は 60億円なので不自然さは否めません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円）

大分類 中分類 大分類 中分類

現金・預貯金 39,966 未払運用報酬等 0

未収掛金 43,030 未払業務委託費等 0

未収受換金等 0 未払特別法人税 0

未収脱退一時金相当額受入金 0 預り金 0

未収返納金 0

信託資産 4,964,579 未払給付費 60,028

保険資産 902,328 未払移換金 0

責任準備金 責任準備金 2,617,130

繰越不足金 0 別途積立金 5,951,607

当年度不足金 2,678,861 当年度剰余金 0

8,628,765 8,628,765合計 合計

平成30年度
決算見込額

流動資産 流動負債

固定資産 支払備金

基本金 基本金

２．負債 ２．負債

【年金経理】 平成30年度末予定貸借対照表（平成31年3月31日現在）

３．基本金 ３．基本金

科目

１．純資産

平成30年度
決算見込額

資産勘定 負債勘定

科目

１．純資産
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② 平成 31 年度予定損益計算書、予定貸借対照表 

 

 予定損益計算書では、初年度比で給付額が落ち着きを見せることから、単年度で若

干の剰余を残せる見込みです。 

 

 

 

平成30年度

大分類 中分類 推計額 対前年度増減額 決算見込額

(371,387) (△309,833) (681,220)

老齢給付金 263,399 △ 314,693 578,092

脱退一時金 102,057 4,860 97,197

遺族給付金 5,931 0 5,931

移換金 移換金 15,000 0 15,000

運用報酬等 運用報酬等 36,726 △ 40,959 77,685

業務委託費等 業務委託費等 35,860 △ 28,337 64,197

責任準備金増加額 責任準備金増加額 190,032 △ 2,427,098 2,617,130

当年度剰余金 当年度剰余金 123,788 123,788 0

772,794 △ 2,682,438 3,455,232

平成30年度

大分類 中分類 推計額 対前年度増減額 決算見込額

掛金等収入 掛金等収入 522,720 △ 156,704 679,424

(250,073) (153,127) (96,947)

信託資産に係る当期運用収益 232,537 165,899 66,638

保険資産に係る当期運用収益 17,536 △ 12,772 30,309

当年度不足金 当年度不足金 0 △ 2,678,861 2,678,861

772,794 △ 2,682,438 3,455,232

３．基本金

合計

収益勘定

科目 平成31年度

 １．経常収支

運用収益

費用勘定

 ２．負債の変動

 ３．基本金

【年金経理】 平成31年度末予定損益計算書（平成31年4月1日～平成32年3月31日） （単位：千円）

合計

 １．経常収支

給付費

平成31年度科目
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 予定貸借対照表では、負債勘定で基本金欄の別途積立金と平成 30年度不足金が相殺

されています。30億円超の剰余（別途積立金）を持って企業年金基金に移行している

本来の姿が 2年目決算から実現します。 

 

 

（単位：千円）

平成30年度

大分類 中分類 推計額 対前年度増減額 決算見込額

(87,120) (4,124) (82,996)

現金・預貯金 43,560 3,594 39,966

未収掛金 43,560 530 43,030

(6,162,508) (295,601) (5,866,907)

信託資産 5,247,061 282,482 4,964,579

保険資産 915,447 13,119 902,328

(0) (△2,678,861) (2,678,861)

繰越不足金 0 0 0

当年度不足金 0 △ 2,678,861 2,678,861

6,249,628 △ 2,379,136 8,628,765

平成30年度

大分類 中分類 推計額 対前年度増減額 決算見込額

(45,933) (△14,095） （60,028）

未払給付費 45,933 △ 14,095 60,028

(2,807,162) (190,032) (2,617,130)

責任準備金 2,807,162 190,032 2,617,130

(3,396,533) (△2,555,073） (5,951,607)

別途積立金 3,272,745 △ 2,678,861 5,951,607

当年度剰余金 123,788 123,788 0

6,249,628 △ 2,379,136 8,628,765合計

流動資産

支払備金

責任準備金

 ２．負債

 ３．基本金

基本金

負債勘定

科目 平成31年度

 １．純資産

【年金経理】 平成31年度末予定貸借対照表（平成32年3月31日現在）

合計

資産勘定

平成31年度

 １．純資産

固定資産

 ３．基本金

基本金

科目
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（２）業務経理業務会計 

 

 前年度に比べ需用費の減少幅が大きいですが、雑役務費に計上した、厚年 30周年記

念行事費用、基金上乗せ部分給付対応費用、基金独自給付システム導入初期費用等が 

平成 31年度は不要となることが主たる要因です。 

 

平成30年度

大分類 中分類 推計額 対前年度増減額 決算見込額

(52,016) (△16,504) (68,520)

役職員給与 17,024 △ 3,096 20,120

役職員諸手当 9,421 △ 3,532 12,953

旅費 2,736 340 2,396

退職手当引当費 1,991 1,540 451

需用費 20,662 △ 11,822 32,484

会議費 182 66 116

(1,325) (31) (1,294)

代議員旅費 1,050 △ 135 1,185

代議員会需用費 75 55 20

代議員会会議費 200 111 89

(12,000) (2,066) (9,934)

福祉事業会計への繰入金 12,000 2,066 9,934

(1,976) (151) (1,825)

雑支出 1,976 151 1,825

(36,731) (△17,840) (54,571)

当年度剰余金 36,731 △ 17,840 54,571

104,048 △ 32,096 136,144

平成30年度

大分類 中分類 推計額 対前年度増減額 決算見込額

(103,998) (△32,096) (136,094)

事務費掛金収入 103,998 △ 32,096 136,094

(50) (0) (50)

受取利息及び配当収入 50 1 49

雑収入 0 △ 1 1

104,048 △ 32,096 136,144

収益勘定

科目 平成31年度

掛金収入

雑収入

合計

合計

代議員会費

繰入金

雑支出

剰余金

事務費

費用勘定

科目 平成31年度

【業務会計】 平成31年度末予定損益計算書（平成31年4月1日～平成32年3月31日） （単位：千円）
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 平成 31 年度は剰余を見込む予算ですが、平成 32 年度以降は、監事監査の充実を図

る目的で導入が義務化された「公認会計士等による合意された手続」実施費用、個人

情報保護に関してインターネットに接続されたネットワークとの物理的分離への対応

費用等の発生が見込まれています。 

 

 

平成30年度

中分類 小分類 推計額 対前年度増減額 決算見込額

備品費 400 400 0

消耗品費 600 90 510

印刷製本費 1,800 △ 48 1,848

通信運搬費 3,000 △ 866 3,866

光熱水料 240 56 184

借料損料 5,400 △ 1,975 7,375

厚生費 240 30 210

社会保険料負担金 4,482 △ 452 4,934

雑役務費 4,500 △ 9,053 13,553

小計 20,662 △ 11,818 32,480

科目 平成31年度

需用費

（厚年30周年行事、基金上乗せ給付対応費が無くなる）

（単位：千円）

平成30年度

大分類 中分類 推計額 対前年度増減額 決算見込額

(718,508) (38,215) (680,293)

現金・預貯金 709,908 38,225 671,683

未収事務費掛金 8,600 △ 10 8,610

(313) (0) (313)

器具及び備品 313 0 313

(352) (6) (346)

前払金 352 6 346

719,173 38,221 680,952

平成30年度

大分類 中分類 推計額 対前年度増減額 決算見込額

(2,755) (1,490) (1265)

引当金 2,755 1,990 765

未払金 0 △ 500 500

(716,418) (36,731) (679,687)

基本金 313 0 313

繰越剰余金 679,374 54,571 624,803

当年度剰余金 36,731 △ 17,840 54,571

719,173 38,221 680,952

【業務会計】 平成31年度末予定貸借対照表（平成32年3月31日現在）

資産勘定

科目 平成31年度

基本金

合計

合計

流動資産

固定資産

繰延勘定

負債勘定

流動負債

科目 平成31年度
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（３）業務経理福祉事業会計 

 

 

福祉事業会計については、加入者・受給者向け広報誌の発行及び福祉給付金の支給

を引き続き実施します。 

 

 

 

 

平成30年度

大分類 中分類 推計額 対前年度増減額 決算見込額

(4,200) (△384) (4,584)

需用費 4,200 △ 384 4,584

(7,600) (2,373) (5227)

福祉給付金 7,100 2,035 5,065

諸謝金 500 338 162

(200) (77) (123)

雑支出 200 77 123

12,000 2,066 9,934

平成30年度

大分類 中分類 推計額 対前年度増減額 決算見込額

(12,000) (2,066) (9,934)

業務会計からの受入金 12,000 2,066 9,934

12,000 2,066 9,934

平成30年度

中分類 小分類 推計額 対前年度増減額 決算見込額

印刷製本費 4,000 △ 485 4,485

（基金だよりx2 年金時代x2）

通信運搬費 200 101 99

小計 4,200 △ 384 4,584

成人祝金 300 70 230

結婚祝金 3,000 130 2,870

入学祝金 3,000 1,155 1,845

死亡弔慰金 400 280 120

災害見舞金 400 400 0

小計 7,100 2,035 5,065

科目 平成31年度

受入金

【福祉事業会計】 平成31年度末予定損益計算書（平成31年4月1日～平成32年3月31日） （単位：千円）

費用勘定

科目 平成31年度

合計

事務費

福祉事業費

雑支出

収益勘定

合計

科目 平成31年度

需用費

福祉事業費
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議案第２号 「給与規程」の一部変更について             

 

 現行の基本給テーブルは、平成 17年 4月 1日適用分の人事院勧告行政職俸給表を基

に作成されており、平成 29年 4月 1日に若干の手直しがされたものの、今後の運営に

支障をきたす恐れがあり、全面的な改訂をご提案するものです。 

 

基本給テーブル等、基金内情報となりますので開示は控えさせていただきます。 
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議案第３号 「年金資産の運用に関する基本方針」の一部変更について  

 

「年金資産の運用に関する基本方針（別表）」を以下の通り変更します。平成 31 年度

資産運用計画について、年金資産管理運用委員会でご審議いただいた結果に基づく変

更です。平成 31年 4月 1日から適用します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考

国内債券 4% 1% ～ 8%

国内株式 9% 3% ～ 13%

外国債券 4% 1% ～ 8%

外国株式 9% 3% ～ 13%

短期資産 2% 1% ～ 20%

28%

国内債券 6% 3% ～ 9%

国内株式 6% 3% ～ 9%

外国債券 6% 3% ～ 9%

外国株式 6% 3% ～ 9%

24%

38% 35% ～ 41%

10% 7% ～ 13%

100%

生保一般勘定

合計

政策アセットミックス（2019年4月1日） 別紙１

資産区分 中心値 許容乖離幅

BM運用
（リバランス）

別途定めるリバランスルー
ルに基づきリバランスを行
う。

小計

代替投資

時価放置とし、年１回（期
初に）必要に応じてリバラ
ンスを行う。

小計

オルタナティブ

別紙２

資産区分

国内債券 4% 1% ～ 8% 15% 4% ～ 29%

国内株式 9% 3% ～ 13% 32% 10% ～ 46%

外国債券 4% 1% ～ 8% 15% 4% ～ 29%

外国株式 9% 3% ～ 13% 32% 10% ～ 46%

短期資産 2% 1% ～ 20% 6% 4% ～ 72%

合計 28% 100%←（全体構成比） ←（ファンド内構成比）

リバランスファンド

中心値 許容乖離幅 中心値 許容乖離幅
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資産区分

国内債券 10% 期待収益率 ① 3.65%

国内株式 15% 標準偏差 ② 8.37%

外国債券 10% ①/② 0.44

外国株式 15%

短期資産 2%

オルタナティブ 38%

新一般勘定 10%

合計 100%

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社の2018

年度中期金融変数を使用。

オルタナティブについては、ヘッジファ

ンド（ローリスク）とヘッジファンド（ハイリ

スク）をそれぞれ50%組入れる前提で

計算している。

構成比 政策AM（期待リターン・リスク）

期待リターン・リスク 1 2 3 4 5 6 7 8

円債パッシブ 0.05% 2.32% 1 円債パッシブ 1.0

円株パッシブ 6.20% 17.84% 2 円株パッシブ -0.3 1.0

外債パッシブ 1.90% 10.61% 3 外債パッシブ 0.1 0.3 1.0

外株パッシブ 5.90% 19.14% 4 外株パッシブ -0.2 0.7 0.6 1.0

ヘッジファンド（ローリスク） 3.00% 6.00% 5 ヘッジファンド（ローリスク） -0.4 0.7 0.3 0.7 1.0

ヘッジファンド（ハイリスク） 5.00% 12.00% 6 ヘッジファンド（ハイリスク） -0.5 0.7 0.3 0.7 0.8 1.0

新一般勘定 1.25% 0.00% 7 新一般勘定 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.0

短期資産運用 -0.05% 0.04% 8 短期資産運用 0.1 -0.2 0.0 -0.1 -0.3 -0.4 0.0 1.0

相関期待収益率 標準偏差
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（報告事項） 

報告第 1号 年金資産管理運用委員会の議事概要について       

 

 平成 31年 1月 8日に開催された第 3回年金資産管理運用委員会では、事務局より市

場の概況及び運用実績の振り返り等をご報告した後、平成 31年度の年金資産運用計画

についてご審議いただきました。 

 基本方針は以下のとおりです。 

 

 

 

 国内年金専用に立ち上げてから 15年以上の実績をもつ、ＰＩＭＣＯ社のファンドを

採用することをご提案します。 
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欧州バンクローンファンド（Alcentra）                     

 

 

 

 デフォルト/クレジットロスが市場平均を大きく下回る良好な実績であることが、採

用に当たっての評価ポイントとなります。 
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（国内）株式集中投資戦略                           

 

 
 ＥＳＧサスティナブル企業投資型ファンド 

 

 
 

 異なる尺度から銘柄を選択する複数のファンドを併存させることで、リスク分散を

図ることを意図し、既存ファンドへの追加投資ではなく、新たなファンドを採用する

ことをご提案するものです。 
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イベントドリブン（合併・買収）戦略                      

 

 

 

 

 第 1 回年金資産管理運用委員会でも採用候補であったが、採用せず、運用状況を観

察していましたが、クアルコム買収破談への対応など下方リスクを抑制するコンセプ

トが実現されている点を評価し採用をご提案するものです。 
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ファンド 残高（ｍ） 構成比（％）

リバランス ﾍﾞﾝﾁﾏｰｸ運用（三菱） 240 4.00%

アンコンストレインド 300 5.00%

ﾍﾞﾝﾁﾏｰｸ運用（第一） 60 1.00%

600 10.00%

リバランス ﾍﾞﾝﾁﾏｰｸ運用（三菱） 540 9.00%

低β・高配当 150 2.50%

最小分散 150 2.50%

小型株集中投資（りそな） 60 1.00%

900 15.00%

リバランス ﾍﾞﾝﾁﾏｰｸ運用（三菱） 240 4.00%

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ総合（PIMCO） 240 4.00%

第一生命（ﾌﾙﾍｯｼﾞﾊﾟｯｼﾌﾞ） 120 2.00%

600 10.00%

リバランス ﾍﾞﾝﾁﾏｰｸ運用（三菱） 540 9.00%

最小分散（為替ﾍｯｼﾞ） 300 5.00%

第一生命（ﾊﾟｯｼﾌﾞ） 60 1.00%

900 15.00%

120 2.00%

3,120 52.00%

GCOS 300 5.00%

Clarent European Loan Fund 300 5.00%

三井住友BlueBay 250 4.17%

小計 850 14.17%

内株ｻｽﾃｨﾅﾌﾞﾙ成長銘柄 200 3.33%

内株ﾏｰｹｯﾄﾆｭｰﾄﾗﾙ 100 1.67%

内株ESGｻｽﾃｨﾅﾌﾞﾙ企業投資型 100 1.67%

外株ﾛﾝｸﾞｼｮｰﾄ（Kairos） 250 4.17%

小計 650 10.83%

イベントドリブン Farallon ﾏﾙﾁｽﾄﾗﾃｼﾞｰ 300 5.00%

ﾏﾙﾁｽﾄﾗﾃｼﾞｰ DRF（ﾍﾞｲﾘｰｷﾞﾌｫｰﾄﾞ） 180 3.00%

損害保険戦略 ネフィラ 300 5.00%

2,280 38.00%

600 10.00%

6,000 100.00%

計

外国株式 代替運用

債券戦略

株式戦略オルタナティブ

合計

一般勘定

計

短期資産

伝統資産小計

計

外国債券 代替運用

計

国内株式 代替運用

　２０１９年度計画

代替運用

計

国内債券

区分
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報告第 2号 理事長専決事項について                 

 

 平成 30年 9月 20日、りそな銀行との間で、年金投資信託（株式口）Ｚ口の「年金

信託契約書」、「年金信託契約に係る信託報酬に関する協定書」を締結。資産管理会社

である日本トラスティー・サービス信託銀行を加えた三者間で「年金信託契約の信託

事務の委託に関する三者間協定書」を締結しました。 

 信託財産 ￥６０，０００，０００円 信託報酬 （年率）０．５５％ 

 

 平成 30年 11月 1日付で、実施事業所「慈愛会」の本部機能移転による所在地変更。 

平成 30年 12月 4日付で、実施事業所「高治会」の全喪（加入者全員は、「尚愛会」へ

引き継がれており、本件による基金加入員の増減はありません。）を処理しました。 

 

報告第 3号 年金資産運用状況について                

 

【市場概況】 

 

 10月と 12月に株式市場は大幅下落する展開となりました。米中貿易戦争や中国経

済の失速懸念が底流にある中、10月は米国において良好な景気指標を受けて長期金利

が急上昇しました。景気が良いので金利が上がるというのは別に悪いことではありま

せんが、米中貿易摩擦が将来の企業業績に悪影響を与えるとの見通しが広まる中での

上昇であったため、金利の上昇が企業の足を更に引っ張るとの連想で、株価の大幅下

落につながりました。日本株は米国に連動する動きに加え、円高進行が株価の調整色

を強めた感があります。12月は米国において、生産、雇用といった経済指標が軟調で

日本株10m売却

外国株31m売却

外国株30m売却 外国株10m売却 日本株10m売却

日本株100m売却

外国株100m売却

日本株50m購入
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あったことから企業業績悪化懸念が表面化したところに、中国通信機器幹部逮捕劇が

発生、米中貿易戦争激化への懸念も加わり大幅な下落となりました。 

 

【運用実績】 

 

 当基金の 12月末現在の運用実績は、通期で▲３％となりました。リバランスファン

ドで、上昇局面での利益確定売りや大幅下落時点での追加投入を実施しておりますが、

10月、12月のそれぞれ単月で 10%程度の内外株式下落の影響を排除するには至りませ

んでした。年度末着地は、年度通期で＋０％～＋１％程度を見込んでいます。 

 リバランスの実施状況は以下のとおりです。

 

 12 月の株価急落を受け、国内株式のベンチマークである TOPIX(配当込)が年度通期で▲10%を超えたため、12 月 27 日

（26 日終値）に国内株式を 50,000,000 円購入しました（中心値▲５％まで戻す）。 

鹿児島県病院企業年金基金

<2018年4月～2018年12月>

資産


前期末時価総額
<2018年3月末>

(円)

全体構成比
(％)

時価総額 (円)
（2018年12月末）

全体構成比
(％)

修正簿価平残
(円)

総合収益
(円)

修正総合収
益率(％)

時間加重収
益率(％)

ＢＭ

907,964,404 15.0% 894,280,650 15.1% 893,066,057 -3,316,531 -0.37% - 0.58%

909,370,616 15.0% 775,327,621 13.1% 891,838,933 -82,411,101 -9.24% - -11.86%

877,001,235 14.5% 903,751,036 15.3% 893,504,168 -3,141,451 -0.35% - -0.38%

895,962,470 14.8% 709,645,987 12.0% 827,602,634 -9,161,226 -1.11% - -3.55%

132,405,956 2.2% 384,864,414 6.5% 207,959,969 -55,436 -0.03% - 0.00%

3,722,704,681 61.5% 3,667,869,708 62.0% 3,713,971,761 -98,085,745 -2.64% -

305,542,960 5.0% 305,689,601 5.2% 305,542,960 146,641 0.05% 0.05%

0 0.0% 288,978,950 4.9% 195,660,104 -9,267,755 -4.74% -3.00%

損害保険 285,667,408 4.7% 265,283,789 4.5% 285,667,408 -20,383,619 -7.14% -7.14%

243,331,725 4.0% 170,778,664 2.9% 209,019,899 -20,858,262 -9.98% -12.31%

107,279,883 1.8% 104,353,431 1.8% 106,822,427 -1,731,835 -1.62% -1.62%

100,279,617 1.7% 166,895,703 2.8% 154,536,723 -10,018,763 -6.48% -6.15%

334,310,645 5.5% 0 0.0% 108,585,561 -9,063,940 -8.35% -2.76%

外国株式 303,705,055 5.0% 287,147,277 4.9% 303,705,058 -16,557,778 -5.45% -5.45%

74,751 0.0% 23,037 0.0% 1,616,207 -10 0.00% 0.00%

650,549,691 10.7% 657,226,528 11.1% 651,006,167 6,131,051 0.94% 0.94%

2,330,741,735 38.5% 2,246,376,980 38.0% 2,322,162,514 -81,604,270 -3.51% -

6,053,446,416 100.0% 5,914,246,688 100.0% 6,036,134,275 -179,690,015 -2.98% -3.02%

前期末時価総額
<2018年3月末>

(円)

全体構成比
(％)

時価総額 (円)
（2018年12月末）

全体構成比
(％)

修正簿価平残
(円)

総合収益
(円)

修正総合収
益率(％)

時間加重収
益率(％)

ＢＭ

国内債券 542,964,188 23.6% 232,019,690 11.9% 390,627,801 98,480 0.03% 0.53% 0.58%

国内株式 519,723,043 22.5% 423,880,096 21.8% 501,418,087 -45,443,728 -9.06% -11.91% -11.86%

外国債券 577,375,799 25.0% 541,431,020 27.9% 572,184,530 -2,855,060 -0.50% -0.60% -0.38%

205,437,050 8.9% 86,710,848 4.5% 166,941,383 7,323,816 4.39% -3.60% -3.55%

327,575,616 14.2% 274,183,437 14.1% 297,110,365 -8,347,699 -2.81% -4.32% -3.55%

533,012,666 23.1% 360,894,285 18.6% 464,051,748 -1,023,883 -0.22% -4.70% -3.55%

短期資産 132,346,613 5.7% 384,790,080 19.8% 207,388,049 -54,988 -0.03% -0.02% 0.00%

2,305,422,309 100.0% 1,943,015,171 100.0% 2,135,670,215 -49,279,179 -2.31% -3.40% -3.64%

国内債券

国内株式

外国債券

外国株式

短期資産

合計

リ
バ
ラ
ン
ス

標準スタイルミックス

標準スタイルミックス

標準スタイルミックス

外国株式

33F（パッシブ）

202F（ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｺｱ型）

小計

短期金融資産(50F)

一般勘定 一般勘定

合計

資産合計

リバランス契約 内訳



ＤＲＦ(184F)

ＧＡＲＳ

Ｋａｉｒｏｓ

短期資産 キャッシュ

オ
ル
タ
ナ
テ

ィ
ブ

債券戦略
PIMCO/GCOS

BlueBayｸﾚｼﾞｯﾄLS

ネフィラ損害保険戦略

国内株式
内株ｻｽﾃｨﾅﾌﾞﾙ（74F)

国内株式ＭＮ（101F）

マルチ
アセット

合計

内訳



伝
統
資
産

■ 内外株式については、リバランスルールに基づく「利益確定」を行いました。

（国内株式 ： 20,000,000円、外国株式 ： 71,000,000円）

また、10月の株価急落局面で、緊急避難措置として、内外株式それぞれ100,000,000円ずつ売却しました。

（内外株式の配分割合は計画中心値▲５％の水準で当面管理してまいります。）

■ 国内債券は、7月末の日銀政策決定会合を受け、フルヘッジ外国債券（アンコンストレインドファンド）に避難しています。

■ 外国債券は、給付資金充当およびファンド入替に伴い第一生命の外国債券残高を増やした分の調整を行うため、一部

売却しています。（65,000,000円）

※ 各資産の売却タイミングは、国内債券を除き、すべて通期でプラスの収益率の時点で行っております。
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【市場見通し（1月～3月）】 

 

資産 約定日 金額 経緯 資金 参考

6月1日 売却 -10,000,000 　運用委員会の承認 短期資金に滞留 日経平均 22,201.82

10月2日 売却 -10,000,000 　リバランスルール 短期資金に滞留 日経平均 24,245.76

10月18日 売却 -100,000,000 　緊急避難 短期資金に滞留 日経平均 22,841.12

12月27日 購入 50,000,000 　リバランスルール 短期資金から 日経平均 19,327.06

-70,000,000

6月1日 売却 -31,000,000 　運用委員会の承認 短期資金に滞留 ＮＹダウ 24,415.84

7月12日 売却 -30,000,000 　リバランスルール 短期資金に滞留 ＮＹダウ 24,700.45

9月19日 売却 -10,000,000 　リバランスルール 短期資金に滞留 ＮＹダウ 26,246.96

10月18日 売却 -100,000,000 　緊急避難 短期資金に滞留 ＮＹダウ 25,706.68

-171,000,000

国内債券 8月24日 売却 -300,000,000 　運用委員会の承認 ｱﾝｺﾝｽﾄﾚｲﾝﾄﾞﾌｧﾝﾄﾞへ 新発10年国債 0.10

7月25日 売却 -20,000,000 　給付資金充当 短期資金に滞留 米国10年債 2.95

8月7日 売却 -45,000,000 　給付資金・中心値変更 短期資金に滞留 米国10年債 2.94

-65,000,000

国内株式

外国株式

外国債券

小計

小計

小計
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【受託機関のスチュワードシップ活動について】 

 
（三菱ＵＦＪ信託銀行スチュワードシップ報告書より） 
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【三菱ＵＦＪ信託銀行】 
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【第一生命保険】 

 

【三井住友信託銀行】 
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報告第 4号 広報活動について                    

 

 

② 報酬の範囲により、１等級～３１等級までの当基金標準報酬月額表を定めています。

事業主の皆さまへ 病院年金基金ニュース Ｎｏ．６ ２０１８年９月

　シリーズ　基金規約を読む　　第1回　基準給与、仮想個人勘定残高、標準給与

　給付の額を計算する際に使う給与が「基準給与」で、掛金の額を計算する際に使う給与が

「標準給与」ですが、当基金の場合、「基準給与」＝「標準給与」です。

基準給与 （第43条）

① 厚生年金保険法第２０条に規定する「標準報酬月額」とします。

ごとに管理しています。これを仮想個人勘定残高と呼んでいますが、内訳は事業主の拠出額

③ 基準給与の額は、毎年９月１日現在における標準報酬月額とし、その年の９月１日から翌年

　　８月末日まで適用します。

④ 上記③にかかわらず、例えば４月１日に加入者の資格を取得した場合、当該資格を取得し

　　た日現在の標準報酬月額を、最初に到来する８月末日まで適用します。

標準給与 （第45条）

　基準給与の額と同額とする。

仮想個人勘定残高 （第44条）

　毎月事業主が将来の給付に要する費用に充てるため拠出している標準掛金を、加入者個人

累計＋利息となります。

　仮想個人勘定残高は、以下の額の合計額です。

① 加入者期間中の各月の末日（ポイント付与日）ごとに、基準給与の額に１．４％を乗じて得た

　　額（付与ポイント）を累計した額。・・・標準掛金が各人ごとに積み上がっていきます。

② 加入者期間中の各事業年度の末日（３月末）ごとに、前事業年度末の仮想個人勘定残高

　　に再評価率（利息）を乗じて得た額を累計した額。・・・３月末の加入者に前年度分の利息が

　　積み上がっていきます。

③ 加入者でなくなった日に、当該年度分の仮想個人勘定残高の利息を月割で計算します。

④ 付与ポイントに対する利息は、加入者期間中の各事業年度の末日（３月末）又は加入者で

　　なくなった日に、当該年度分が計算されます。年度途中で加入者でなくなった場合は月割

　　になります。

　利息（再評価率）は、毎年、その年の前年の１２月末日以前５年間に発行された国債（期間

１０年もの）の応募者利回りの平均値、又はその年の前年の１２月末日以前１年間に発行され

た国債（期間１０年もの）の応募者利回りの平均値、のいずれか低い率に改定し、その年の４月

から１年間適用します。（４．０％を上回る場合は４．０％、０．０％を下回る場合は０．０％）

鹿児島県病院企業年金基金　　　　　　　　　　　　　　　　　☎ ０９９－２２７－２２８８

報酬は、本年９月１日～来年８月末日まで適用されます。

　当基金の毎月の掛金の算定基礎となる「標準給与」であるだけでなく、個人の年金額を計算

する際の基礎となる「基準給与」でもあり、基金事務の根幹となるものです。引き続きご協力の

ほどなにとぞよろしくお願い申し上げます。

　詳細は、基金ホームページに掲載の委員会・代議員会資料をご参照ください。

　未提出の事業所様はお急ぎご提出くださいますようお願いいたします。

運用委員会、代議員会を開催しました

　ご連絡事項

標準報酬変更届のご提出について

　標準報酬変更届のご提出にご協力いただき、誠にありがとうございます。今回ご提出の標準

鹿児島県病院企業年金基金　　　　　　　　　　　　　　　　　☎ ０９９－２２７－２２８８

　８月２０日に開催された「年金資産管理運用委員会」では、７月までで２．１６％の運用実績

となったことをご報告するとともに、年度後半の市場見通しに対応すべく、個別ファンドの採用や

一部ファンドの入替等をご提案し、ご承認いただきました。

　９月１０日に開催された「代議員会」では、当基金の規約・規程の一部変更をご審議いただく

と共に、前回代議員会以降の基金運営全般についてご報告いたしました。

④ 厚生年金保険の被保険者でなくなった日（当日）

　　い。（６２歳を越えて新しく加入することはできません）

事業主の皆さまへ 病院年金基金ニュース Ｎｏ．７ ２０１８年１０月

　シリーズ　基金規約を読む　　　第2回　加入者

加入者の条件 （第39条）

① 厚生年金保険の被保険者であること

　　確定企業年金法で、第1号厚生年金被保険者又は第4号厚生年金被保険者に限定。

② ６５歳未満であること

　　６５歳に達する日まで加入者であったとしても加入者期間が３年に満たない者は加入者としな

① 加入者資格取得した日の属する月から加入者資格喪失した日の属する月の前月までを算入

加入者資格の取得 （第40条）

① 実施事業所に使用されるに至った日（入社日）

　　上記の日に厚生年金保険の被保険者でない場合は、被保険者となった日。

加入者資格の喪失 （第41条）

① 死亡した日の翌日

② 実施事業所に使用されなくなった日（退職日）の翌日

③ 使用される実施事業所が実施事業所でなくなった（基金から脱退した）日の翌日

⑤ ６５歳に達した日（当日）

加入者期間の計算 （第42条）

ただし、上記a. b. のケースでも、再加入者となる前に基金から支払いがされている場合は合算の

　　して加入者期間を計算する。

再加入者の加入者期間 （第42条）

① 加入者資格喪失した後に、再び加入者資格取得した者（再加入者）については、前後の加入

　　者期間を合算しない。

② 例外規定 （前後の加入者期間を合算するケース）

　a. 事業主が同じである実施事業所間又は人事交流若しくは資本関係等経営上の関係を有す

　　 ると認められる実施事業所間の異動により加入者資格を喪失した日に加入者資格を取得し

　　 た者。（同一グループ事業所間での人事異動を想定しています）

　b. 同じ実施事業所において６０歳以上で加入者資格を喪失した日に加入者資格を取得した者。

　　 （定年再雇用を想定しています）

対象とはならない。（脱退一時金、老齢給付金、移換金の全額）

鹿児島県病院企業年金基金　　　　　　　　　　　　　　　　　☎ ０９９－２２７－２２８８ 鹿児島県病院企業年金基金　　　　　　　　　　　　　　　　　☎ ０９９－２２７－２２８８

４月から９月の半年間で
２億７，０００万円の給付
を行いました。

件数 18 件数 19 件数 22 件数 1,608

金額 1,232,196 金額 727,492 金額 2,346,581 金額 2,940,871

件数 24 件数 10 件数 4,415 件数 157

金額 9,211,900 金額 4,176,200 金額 143,833,400 金額 14,208,500

件数 29 件数 27 件数 84 件数 53

金額 2,544,400 金額 2,367,000 金額 6,953,500 金額 5,035,700

件数 0 件数 1 件数 0 件数 1

金額 0 金額 1,473,200 金額 0 金額 294,800

件数 71 件数 57 件数 4,521 件数 1,819

金額 12,988,496 金額 8,743,892 金額 153,133,481 金額 22,479,871

件数 389 件数 91 件数 件数

金額 44,875,027 金額 865,539 金額 金額

件数 105 件数 33 件数 件数

金額 10,033,700 金額 9,709,300 金額 金額

件数 30 件数 37 件数 件数

金額 2,730,800 金額 3,288,500 金額 金額

件数 1 件数 0 件数 件数

金額 130,100 金額 0 金額 金額

件数 525 件数 161 件数 0 件数 0

金額 57,769,627 金額 13,863,339 金額 0 金額 0

件数 件数 件数 件数 件数 2,147

金額 金額 金額 金額 金額 52,987,706

件数 件数 件数 件数 件数 4,744

金額 金額 金額 金額 金額 191,173,000

件数 件数 件数 件数 件数 260

金額 金額 金額 金額 金額 22,919,900

件数 件数 件数 件数 件数 3

金額 金額 金額 金額 金額 1,898,100

件数 0 件数 0 件数 0 件数 0 件数 7,154

金額 0 金額 0 金額 0 金額 0 金額 268,978,706

脱退一時金

遺族一時金

合　 計

給付種類ごとの支払実績集計表

2019年2月 2019年3月

給付実績 2018年8月 2018年9月 2018年10月 2018年11月

老　 齢
給付金

年　 金

一時金

老　 齢
給付金

年　 金

老　 齢
給付金

年　 金

一時金

脱退一時金

遺族一時金

合　 計

給付実績

脱退一時金

遺族一時金

合　 計

給付実績

期中累計2018年12月 2019年1月

2018年4月 2018年5月 2018年6月 2018年7月

一時金

運用機関

運用機関別委託割合・委託額 （平成30年9月30日現在）

6,200

委託割合

49%

26%

10%

14%

100%

3,044

1,601

601

894

委託額（百万円）

1% 61

合計

三菱ＵＦＪ信託

三井住友信託

第一生命保険生命保険会社

自社運用

外部提携

外部提携

自社運用

信託銀行

りそな銀行 自社運用

資産運用総額は６２億円 （平成30年9月30日現在）

安全かつ効率的な運用に努めます
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　掛金のうち、特別掛金の額は、過去勤務債務の額を平成２９年１１月から３０年で償却するため、

※　規則（確定給付企業年金法施行規則）

鹿児島県病院企業年金基金　　　　　　　　　　　　　　　　　☎ ０９９－２２７－２２８８

は容易に予想できます。これから40年後、カテ

ゴリー5の台風が当たり前の世界になるのでしょ ハリケーン「マイケル」通過後のフロリダ沿岸部

うか。

（常務理事 ： 乙顔　伊久磨）

inside climate news より転載

 40年弱の間の変化ですが、地球温暖化と海面

温度の上昇が続けばこの傾向が加速されること

ます。それを裏ずける記事をネットで見つけたのでご紹介します。（ただし、筆者は気象学者では

ありませんし、配信元は信頼できそうですが本当に正確かはわかりませんし、トランプ流のフェイク

ニュースの可能性も否定しませんが、直感的には正しいと感じています。）

　異常が異常でない世界？　（１）

　今年は8月の台風12号が、東海地方から中国地方を通り九州に南下し、ぐるっと回って台湾

方面へ抜けるという、聞いたこともない動きをしたかと思えば、9月に上陸した台風21号と24号が

共に、915hPa、風速55m/sという強烈な勢力に発達し、大きな被害をもたらしました。しかし、

北米を襲ったハリケーン（9月のフローレンス、10月のマイケル）はカテゴリー4とより深刻な被害を

もたらしています。風速で見ると、カテゴリー3は50m～58m/s、カテゴリー4は59m～69m/s、カ

テゴリー5は70m/s以上ですので、台風21号、24号はカテゴリー3クラスにすぎません。発生件数

自体は平年並みのようなので、スーパーストームに成長する確率が高まっているように感じられ

に、掛金の額を再計算した結果に基づく掛金を適用しなければならない。上記にかかわらず、加

入者の数が著しく変動した場合その他の規則第５０条に定める場合は、掛金の額を再計算する。

鹿児島県病院企業年金基金　　　　　　　　　　　　　　　　　☎ ０９９－２２７－２２８８

掛金 （第70条）、負担割合 （第74条）、納付 （第75条）、財政再計算 （第76条）

　事業主は、給付に関する事業に要する費用に充てるため、毎月、掛金を拠出する。事業主は、

掛金の全額を負担する。事業主は、毎月の掛金をその月の翌月の末日（納付期限）までに基金

に納付するものとする。各加入者に係る掛金の額に、１円未満の端数が生じた場合はこれを１円

に切り上げる。基金は、将来にわたって財政の均衡を保つことができるように、少なくとも５年ごと

特別掛金 （第72条）

毎月末日現在における各加入者の標準給与の額に０．１％を乗じて得た額を合算した額とする。

事務費掛金 （第73条）

　基金の業務委託費又は基金の事務費に充てるための事務費掛金は、毎月末日現在における

各加入者の標準給与の額に０．３％を乗じて得た額を合算した額とする。

ち過去勤務債務の額に係る掛金の額を特別掛金額という。

標準掛金 （第71条）

　掛金のうち、標準掛金の額は、毎月末日現在における各加入者の標準給与の額に１．４％を乗

じて得た額を合算した額とする。

令で定めるところにより、将来にわたって財政の均衡を保つことができるように計算されるもので

なければならない。（財政再計算と言い）少なくとも五年ごとに（財政の均衡を保つ）掛金の額を再

計算しなければならない。加入者の数が著しく変動した場合その他の厚生労働省令で定める場

合は、（五年を待たずに）速やかに、掛金の額を再計算しなければならない。

　掛金の額は、標準掛金額、補足掛金額その他の掛金の額に区分して定められなければならな

い。標準掛金額とは、給付に要する費用に充てるため事業主が拠出するもの。補足掛金額のう

　事業主は、給付に関する事業に要する費用に充てるため、規約に定めるところにより、年一回

以上、定期的に掛金を拠出しなければならない。

　掛金の額は、規約で定めるところにより算定した額とする。（加入者のうち特定の者につき、不

当に差別的なものであってはならないこと。定額又は給与に一定の割合を乗ずる方法その他適

正かつ合理的な方法として厚生労働省令で定めるものにより算定されるものであること。）

　掛金の額は、給付に要する費用の額の予想額及び予定運用収入の額に照らし、厚生労働省

事業主の皆さまへ 病院年金基金ニュース Ｎｏ．８ ２０１８年１１月

　シリーズ　基金規約を読む　　　第3回　掛金

確定給付企業年金法では、掛金について以下の記述があります。

　請求の際に添付すべき書類等が記載されています。

た金融機関の口座に給付の額を振り込むことによって行います。

鹿児島県病院企業年金基金　　　　　　　　　　　　　　　　　☎ ０９９－２２７－２２８８

争へエスカレートする様相を見せていることも心配です。

　2019年に向けて資産運用の世界は「嵐」の予感？

　来年の干支は「猪」、是非、良い方向に猪突猛進して欲しいところです。

（常務理事　乙顔　伊久磨）

大きく混乱する可能性が出てきます。「余ったお金」の運用は当然プロがやっていますが、彼ら

は危ないと思えば、他人より早く売って自分の運用資産を守ろうとします。これ自体は合理的な

行動ですが、他のプロも同じことをするので、市場は一時的に大きく崩れてしまいます。この結果

を見て、個人の投資家（アマ）は冒頭の超弱気になってしまうんですが、もう後の祭りです。

　混乱の引き金になり得る要素として、トランプ大統領に象徴される保護主義の台頭が、貿易戦

状態なんですが、10年も続くとこれが当たり前だと多くの方が思うようになってしまいました。最近

景気が回復してきたことを受けて、まず米国が「金利」の水準を正常時に戻す（金利を引き上げ

る）動きを始めると共に、市場にばら撒いていた「お金」を吸い上げ始めました。これは、世界中に

あふれている「余ったお金」の量が今後減っていくことを意味しています。今まで、株を買ったり、

儲け口を探して新興国などに向かっていたお金が先細りになると、ちょっとしたきっかけで市場が

げ売りにつながり、30万円の損失を確定させてしまうパターンですね。

　広く世界に目を転じると、10年前に「リーマン・ショック」という事件があり、世界的に株が暴落し

ました。不況対策として、各国の中央銀行は「金利」を引き下げると共に、一生懸命「紙幣」を刷

って市場に流通させました。その結果、通常の経済活動に必要な量以上の「余ったお金」が、

あたかも「意思」を持つように儲け口を探して世界を駆け巡るようになりました。ある意味異常な

になり、株価が急落する局面では一転して超弱気になってしまうのが、投資経験の少ない個人

によく見られる傾向です。冷静に考えれば、株価がずっと上がり続けることはあり得ないし、逆に

企業が倒産でもしない限り、株価がずっと下がり続けることもないんですが、投資した100万円が

130万円になっていれば150万円になって欲しいという（無意識の）願望が、利益確定の売りを

ためらわせ、逆に100万円が70万円になっていれば50万円になるのではないかという恐怖が投

　異常が異常でない世界？　（2）

　資産運用の世界に長く身を置いていると、人間が感情に流される生き物であることを実感させ

られる場面にたびたび遭遇します。

　株式投資を例にとってみれば、株価がどんどん上がっている局面では、まだまだ上がると強気

　シリーズ　基金規約を読む　　　第4回　給付 ～ 通則

通知等の記載があります。

年金の４種類です。

る可能性があります。

す。一時金給付は、裁定請求手続終了後１月以内に支払います。支払は、あらかじめ指定され

　年金給付、一時金給付の額に１００円未満の端数があるときは、これを１００円に切り上げます。

給付の制限 （第52条）

　給付を行わない事例が記されています。事業所を懲戒解雇された場合は、この条文に該当す

　年金給付の支払日は、年１回、２月１日とし、当該支払日にその前月分までをまとめて支払いま

　年金給付の種類は、(1)５年確定年金、(2)１０年確定年金、(3)１５年確定年金、(4)２０年確定

　給付に関する全般的な事柄が記されています。基本的には受給権者と基金の間のやりとりなの

で、第52条以外は直接事業所の皆様に関係してきませんが、仕組みをご案内するものです。

給付の種類 （第46条）

事業主の皆さまへ 病院年金基金ニュース ２０１８年１２月Ｎｏ．９

います。

未支給の給付 （第53条）

鹿児島県病院企業年金基金　　　　　　　　　　　　　　　　　☎ ０９９－２２７－２２８８

　年金受給中に死亡した場合、残りの期間分の給付（未支給給付）を請求する手続きが記されて

　その他、受給権の消滅時効（民法の規定を適用）や、受給権の譲渡等の禁止、給付に関する

裁定 （第47条）

定し、給付の支給を行います。

　給付の種類は、(1)老齢給付金、(2)脱退一時金、(3)遺族給付金の３種類です。

　受給権（給付を受ける権利）は受給権者（その権利を有する者）の請求に基づいて、基金が裁

支給期間 （第50条）、支払日及び支払方法 （第51条）

端数処理 （第49条）

標準年金額 （第48条）

　年金額についても、積立期間同様、毎年４．０％～０．０％の範囲で利息がつきます。
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 上記の「病院年金基金ニュース」を、加入事業所ご担当者あてご案内しました。 

 

 また、当基金ホームページ（会員限定領域）では以下の情報を開示しています。 

 

① 運用実績表（毎月更新） 

② 給付状況表（毎月更新） 

③ 運用の基本方針（最新版） 

④ 基金規約（最新版） 

⑤ 代議員会資料 

⑥ 年金資産管理運用委員会資料 

 

報告第 5号 業務経理の余裕金の運用について             

 

 確定給付企業年金（基金型）の「業務経理における余裕金の運用」について、平成

25年 10月 28日年企発第 2号の改正通知が発出され、「運用方法」や「意思決定手続

き」等が明確化されておりますが、当基金においては、業務経理の余裕金を定期預金

で運用しておりますので、問題ないことをご報告いたします。 

 

 

 

※　指標利率 ： 毎年、その年の前年の１２月末日以前５年間に発行された国債（１０年もの）の応募者利回りの平均値又はその年の前年の

(1) 最初に受給権の裁定を請求するとき

(2) 老齢給付金の支給を開始してから５年を経過した日以降

（常務理事　乙顔　伊久磨）

鹿児島県病院企業年金基金　　　　　　　　　　　　　　　　　☎ ０９９－２２７－２２８８

　さて、私達の未来はどちらの方向に向かうのでしょうか？

　60歳以上の方を対象とした「いつまで働きたいか」調査では、「働けるうちはいつまでも」と答えた

割合が、前回調査から10%以上も増えて42%となりました。将来に対する漠然とした不安が根底に

あるのではないかと、筆者は勝手に解釈しています。

　お金がたくさんあれば無理して働くこともないんでしょうが、なかなか

そううまく運ばないものです。つづきは次号で。

　「寿命は既に限界に達している」派の主張

・喫煙者数は既に安定推移しており、今後の改善は見込まれない

・肥満（ただし、若年世代への影響が大きい）

・新しい病気によるパンデミック

・医療の発展を享受できるのは一部の人々に限られる

達する2065年時点で27年となり、60歳+27＝

87歳と、海外の研究とは20年も差があります。

　「寿命はまだまだ延びる」派の主張

・喫煙者の減少などライフスタイルの改善

・医療の発展（治療法の向上）

・病気の早期発見

　人生100年時代の到来？ (１)

　海外の研究（リンダ・グラットンの著書「ライフシフト」で引用されている研究）を基にすると、2007

年に日本で生まれた子供については、107歳まで生きる確率が50%もあるとされ、世界一の健康

寿命国となっています。

　一方で、国立社会保障・人口問題研究所作

成の将来人口推計（2017年推計）に用いられ

ている将来生命表の60歳男性の余命（中位）

を見ると、2005年に生まれた子供が60歳に到

給付金の全部を一時金として支給、したときに消滅します。

鹿児島県病院企業年金基金　　　　　　　　　　　　　　　　　☎ ０９９－２２７－２２８８

(1) 震災、風水害、火災等で、住宅、家財、その他財産が著しく損害を受けた

(2) 受給権者が債務弁済が困難

(3) 受給権者が心身に重大な障害を受けた、又は長期間入院した

失権 （第61条）

　老齢給付金の受給権は、(1) 受給権者が死亡、(2) 老齢給付金の支給期間終了、(3) 老齢

一時金として支給する老齢給付金 （第60条）

　老齢給付金を一時金として支給することを請求できるのは・・・

　

　老齢給付金の支給を開始してから５年を経過する日より前に一時金として支給することを請求

することができる例外は・・・

老齢給付金の支給期間及び年金額 （第58条）

　老齢給付金の支給期間は、５年、１０年、１５年、２０年の４種類のうち、受給権者が請求時に

選択します。

　老齢給付金の額は、標準年金額で４月から１年ごとに指標利率(※)に応じて改定されます。

　　１２月末日以前１年間に発行された国債（１０年もの）の応募者利回りの平均値のいずれか低い率（４．０％を上回る場合は４．０％とし、

　　０．０％を下回る場合は０．０％とする）。

　老齢給付金の受給権者であって、支給を請求していない者は、規定の日まで当該老齢給付金

の支給を繰り下げることを申し出ることができます。

(1) ６５歳到達後も引き続き実施事業所に使用されている者 ⇒ 退職時

(2) 上記(1)以外の者 ⇒ ６５歳

支給要件及び支給の方法 （第57条）、支給の繰下げ （第59条）

　加入者期間が１０年以上ある加入者が、６５歳に達したときは、その者に老齢給付金を年金と

して支給します。

　６５歳未満で退職して加入者でなくなった場合の支給要件は次のとおりです。

(1) 加入者期間が１０年以上あるが、６０歳未満で退職した場合 ⇒ ６０歳に達したとき

(2) 加入者期間が１０年以上あるが、６０歳以上６５歳未満で退職した場合 ⇒ 退職時

事業主の皆さまへ 病院年金基金ニュース Ｎｏ．10 ２０１９年１月

　シリーズ　基金規約を読む　　　第5回　給付 ～ 老齢給付金
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（その他） 

がん保険・介護保険・医療保険加入状況                
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【鹿児島県病院企業年金基金 第 4 回 代議員会 2019 年 1 月 18 日 資料】 


